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株 主 各 位
東 京 都 港 区 港 南 二 丁 目 12 番 23 号

株 式 会 社 Ｕ Ｂ Ｉ Ｃ
代表取締役社長 守 本 正 宏

　

第13回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第13回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することがで

きますので、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、お手数ながら平成28年６月28日（火曜日）

午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

【郵送による議決権行使の場合】

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着す

るようご返送ください。

【インターネットによる議決権行使の場合】

当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、同封

の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用のうえ、画面の

案内にしたがって、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。

インターネットによる議決権行使に際しましては、45頁記載の「インターネットによる議決権

行使のお手続きについて」をご確認くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.ubic.co.jp/）に掲載させていただきます。
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記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都港区芝浦三丁目16番18号

ホテルJALシティ田町 東京 地下１階「鳳凰」

（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参照いた

だき、お間違いのないようご注意ください。）

３. 目 的 事 項

報 告 事 項　１. 第13期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の

件

　２. 第13期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告の

件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役５名選任の件

第４号議案 監査役１名選任の件

第５号議案 補欠監査役１名選任の件

第６号議案 ストックオプションとしての新株予約権発行の件

４. 招集にあたっての決定事項

(1) 議決権行使書面において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ

たものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有

効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
(3) インターネットと議決権行使書面の両方で議決権行使をされた場合は、インターネッ

トによる議決権行使の内容を有効としてお取り扱いいたします。

５. その他本招集ご通知に関する事項

本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書

類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイ

ト（http://www.ubic.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりま

せん。
以 上
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(提供書面）

事 業 報 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

1. 企業集団の現況

　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及び成果

当社グループは、当連結会計年度において、M&Aを活用した既存分野（eディ

スカバリ・リーガル事業）の事業拡大をすすめるとともに、独自開発の人工知

能を核とした新規分野への事業展開に取り組んでまいりました。

eディスカバリ事業においては、主力市場である米国において、平成26年８月

に実行したテックロー・ソリューションズ社（TechLaw Solutions, Inc.（米

国））に続き、平成27年７月にエヴォルヴ・ディスカバリー社（EvD, Inc.（米

国））を買収いたしました。これらの買収の相乗効果が、米国での新たな顧客の

獲得につながった結果、米国での売上がグループ全体の約６割を占めるととも

に、当連結会計年度において過去最高の売上高を達成いたしました。また、グ

ループの投資効率向上のため、米国子会社３社がそれぞれに有するデータセン

ターやオフィスの統廃合に取り組んだ一方、今後のレビュービジネス分野の強

化拡充に向けてワシントンDCとニューヨークにレビューセンターを新設いたし

ました。これらの組織再編と強化により、大型案件の獲得や顧客への安定した

サポートが可能となりました。

人工知能技術を活用した新規事業では、当社が独自開発をした人工知能エン

ジン「KIBIT」（※）を活用したソリューションをデジタルマーケティング、ヘ

ルスケア、ビジネスインテリジェンスの３つの分野で展開いたしました。デジ

タルマーケティング分野では、Rappa株式会社を設立しKIBIT搭載のロボット

「Kibiro（キビロ）」の開発や当社初の一般消費者向けのサービスとなるコミュ

ニティサイト「健康じまん.com」の開設などを行いました。ヘルスケア分野で

は、株式会社UBIC MEDICALを設立し、日本医療研究機構（AMED）の公募事業委

託先に選定され、その研究開発プロジェクトに参加する一方、病院内で入院患

者の転倒転落を予防するシステムの開発等、医療分野における人工知能を活用

したビッグデータ解析事業に取り組みました。ビジネスインテリジェンス分野

では、企業の事業戦略支援を目的としたビジネスデータ分析システム「Lit i

View AI助太刀侍」、膨大な特許関連情報の解析を目的とした知財戦略支援シス

テム「Lit i View PATENT EXPLORER」の提供と販売を開始し、グローバルに展
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開している日本の金融機関、製造業、小売業などの企業で活用されております。

※KIBITとは、当社が独自開発した人工知能エンジンです。学習と評価を行う独自の人

工知能関連技術(当社ではLandscapingと呼びます）と、データ分析の現場を通して集積・

体系化された大規模な知識を備えており、非定型のテキストデータを解析します。そし

て、わずかな教師データから、それを選んだ人間の機微（人間が個人的に持つ暗黙知・判

断の仕組み・感覚）を理解することができます。

以上のような状況下において、当連結会計年度の連結業績は、売上高が

10,553,007千円（前期比68.2％増）、営業利益は69,123千円（前期比74.0％減）、

経常利益は23,210千円（前期比94.7％減）、親会社株主に帰属する当期純損失は

196,752千円(前期は260,310千円の親会社株主に帰属する当期純利益)となり、

前年比で増収ながら減益となりました。

これは、EvD, Inc.を買収した効果により大幅に増収となった一方で、同社の

買収関連費用254,884千円とのれん及び顧客関連資産の償却費用182,995千円が

発生したこと、人工知能技術の開発とマーケティング体制構築のための新規事

業関連費用840,593千円を計上したこと、更に急激な円高による為替差損35,818

千円の発生、第４四半期において利益率の低いレビューの売上高の大幅な増加

の一方、利益率の高いプロセス等の売上高が次期にずれこむ等の要因により、

売上高の増加を上回る費用の増加となったためであります。
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　各事業部門別の売上高の状況は、次のとおりであります。

事 業 部 門 別 売上高(千円) 構成比(％)

eディスカバリ

eディスカバリサービス 4,699,547 44.5

eディスカバリソリューション 5,297,203 50.2

リーガル/コンプライアンスプロフェッショナルサービス

フォレンジックサービス 283,957 2.7

フォレンジックツール販売・

サポート
41,793 0.4

ソフトウェア販売 159,968 1.5

フォレンジックトレーニング
サービス

9,989 0.1

コンプライアンス支援 453 0.0

そ の 他 60,091 0.6

合 計 10,553,007 100.0

　

なお、上述した今までの事業分類ではなく、リーガル/コンプライアンスプロ

フェッショナルサービス事業に含まれている人工知能技術を活用した新規事業

（デジタルマーケティング、ヘルスケア、ビジネスインテリジェンス事業）だけ

を抜き出してみると、売上高は103,418千円、営業損失が737,174千円となって

おります。この新規事業はまだ研究開発などの先行投資段階であることは否め

ません。逆に、リーガル関連の既存事業は売上高は10,449,588千円、営業利益

は806,297千円となり、安定的に利益を計上しております。
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　 ② 設備投資の状況

当連結会計年度に実施した主な設備投資は、次のとおりであります。
　

会社名 設備の内容 投資額(千円) 使用開始年月

株式会社UBIC Lit i Viewバージョン7.6 49,508 平成27年７月

株式会社UBIC Lit i Viewバージョン7.7 33,349 平成27年10月

株式会社UBIC Lit i Viewバージョン7.8 77,121 平成28年１月

株式会社UBIC Lit i Viewバージョン7.9 45,449 平成28年４月

株式会社UBIC EMAIL AUDITORバージョン2.0 34,744 平成27年７月

株式会社UBIC EMAIL AUDITORバージョン2.1 20,315 平成27年10月

株式会社UBIC EMAIL AUDITORバージョン2.2 14,053 平成28年１月

株式会社UBIC EMAIL AUDITORバージョン2.3 8,929 平成28年４月

株式会社UBIC E-Discovery Litigation Hold 12,005 平成27年10月

TechLaw Solutions,
Inc.

データセンタ設備 79,094 平成27年７月

TechLaw Solutions,
Inc.

レビューセンタ設備 70,209 平成27年９月

TechLaw Solutions,
Inc.

レビューセンタ設備 254,461 平成28年２月

　
　 ③ 資金調達の状況

平成27年７月27日にEvD, Inc.の株式取得資金として、1,800,000千円の借入

れを行い、その後この借入金につきまして、平成27年12月24日に株式会社国際

協力銀行の「海外展開支援ファシリティ」を利用した借入金 米ドル建

20,440,000ドル及び円建1,706,000千円への借換を実行しました。

④ 重要な事業再編等の状況

当社は、平成27年10月１日付けで、当社を存続会社、株式会社UBICパテント

パートナーズを消滅会社とする吸収合併をしております。

また、当社は平成27年７月31日付けで、EvD, Inc.の株式を100％取得したた

め、同社及びその子会社３社を連結子会社としております。
　

― 6 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月09日 20時26分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(2) 財産及び損益の状況

　 ① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第10期

(平成25年３月期)

第11期

(平成26年３月期)

第12期

(平成27年３月期)

第13期

(当連結会計年度)

(平成28年３月期)

売 上 高 (千円) 4,679,630 4,171,617 6,274,460 10,553,007

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 又 は

親会社株主に帰属する

当期純損失 (△ )

(千円) 500,448 △604,357 260,310 △196,752

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
(円) 15.84 △17.74 7.45 △5.53

総 資 産 (千円) 4,755,970 4,888,680 7,641,666 12,918,790

純 資 産 (千円) 3,195,005 3,533,169 5,220,772 4,655,957

１株当たり純資産額 (円) 96.35 96.34 140.78 122.06

(注) 当社は、平成26年４月１日付で株式１株につき10株の株式分割を実施しておりますが、第10期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失
並びに１株当たり純資産額を算定しております。

　 ② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第10期

(平成25年３月期)

第11期

(平成26年３月期)

第12期

(平成27年３月期)

第13期

(当事業年度)

(平成28年３月期)

売 上 高 (千円) 3,642,205 2,665,496 3,718,931 4,560,299

当 期 純 利 益 又 は

当期純損失 (△ )
(千円) 484,001 △603,333 316,933 74,432

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
(円) 15.32 △17.71 9.07 2.09

総 資 産 (千円) 4,522,453 4,756,257 7,377,724 11,896,038

純 資 産 (千円) 3,100,525 3,419,213 5,032,824 5,187,455

１株当たり純資産額 (円) 93.91 93.65 135.86 137.47

(注) 当社は、平成26年４月１日付で株式１株につき10株の株式分割を実施しておりますが、第10期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失
並びに１株当たり純資産額を算定しております。
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　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　該当事項はありません。
　

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 所在地 資 本 金 持株比率 主要な事業内容

UBIC North
America, Inc.

米国 500,000米ドル 100.00％ ｅディスカバリ関連事業

Payment Card
Forensics株式会社

日本 10,000千円 60.00％ カードフォレンジック調査事業

UBIC Korea, Inc. 韓国 700,000千韓国ウォン 100.00％ ｅディスカバリ関連事業

UBIC Taiwan, Inc. 台湾 19,000千台湾ドル 100.00％ ｅディスカバリ関連事業

TechLaw Solutions,

Inc.
米国 －千円 100.00％ ｅディスカバリ関連事業

株式会社UBIC

MEDICAL
日本 10,000千円 100.00％ 医療分野情報解析事業

Rappa株式会社 日本 10,000千円 100.00％ デジタルマーケティング事業

EvD, Inc. 米国 500米ドル 100.00％ ｅディスカバリ関連事業

(注) 1. 当社は平成27年７月にEvD, Inc.の株式を100%取得し、連結子会社としております。
　 2. 株式会社UBICパテントパートナーズについては、当社は平成27年10月に同社を吸収合併し

ております。
　 3. 株式会社UBIC MEDICALは、平成27年４月16日に設立しております。
　 4. Rappa株式会社は、平成27年９月１日に設立しております。

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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　(4) 対処すべき課題

これまで当社グループは、拡大成長に向けた取り組みを着実に進めてまいり

ました。ディスカバリ(証拠開示)の主要マーケットである米国にて２社を買収

したことにより、米国からアジア企業の大型案件に対して戦略的アプローチを

することが可能になりました。今後は、拡大成長を実現していく必要がありま

す。これまで培った経験から、新しいコンセプトである行動情報科学を提唱し、

その中で開発した人工知能「KIBIT」等の技術を駆使して、訴訟支援や不正調査

支援といった既存事業から、ビッグデータに対する情報解析事業等の新たな分

野への展開も進めてまいります。また、経営管理体制の見直し、強化も継続的

に図ってまいります。

　 ① 拡大成長のための情報解析事業体制強化

今後新たなステージへと進むためには、現在取り組んでいるヘルスケア、デ

ジタルマーケティング、ビジネスインテリジェンス分野においての情報解析事

業を急速に収益化する必要があります。そのための体制強化として、企業理念

の実現に貢献できる人材の獲得を進めてまいります。

　 ② 米国子会社３社統合

eディスカバリ・リーガル業務の効率化、サービスパフォーマンスの強化の

ため、米国子会社３社における業務の統合および、組織の統合における最適化

を進めてまいります。

　 ③ 管理体制強化への課題

日米で上場している企業が求められる内部統制の更なる強化と経営の効率化、

会社資源の有効的活用等、企業の業績面での拡大成長に直接寄与できる体制の

構築と強化を進めてまいります。

　

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月09日 20時26分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社グループは、当社及び連結子会社11社で構成されており、リーガルテクノ

ロジー関連事業等を行っております。

事 業 内 容 主 要 商 品 又 は 主 要 サ ー ビ ス

e デ ィ ス カ バ リ 事 業

ディスカバリ（証拠開示）支援サービス

特殊監査支援サービス/ソフトウェア

UBIC Legal Cloudサービス

証拠開示支援ソフトウェア「Lit i View」

リーガル/コンプライアンスプロフェッショナルサービス事業

コンプライアンス支援

コンプライアンス社内体制構築支援

調査サービス

電子証拠保全ハードウェア

解析ソフトウェア

自社開発ソフトウェア販売

フォレンジックツール保守

フォレンジック調査士育成トレーニングコース

そ の 他 事 業

各種コンサルティングサービス

パテントマネジメントサービス

デジタルマーケティング、ヘルスケア、ビジネスインテ

リジェンス分野における情報解析支援

　

　(6) 主要な事業所（平成28年３月31日現在）

　 ① 当社

本 社 東京都港区

名 古 屋 支 社 愛知県名古屋市熱田区

大 阪 オ フ ィ ス 大阪府大阪市西区

　

② 主要な子会社及びその所在地については、「(3) 重要な親会社及び子会社の状

況」をご参照ください。
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　(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

423名（３名） 232名増 （― ）

(注) 使用人数は従業員数であり、派遣社員を除くパートタイマー及び嘱託社員は（ ）内に年間の
平均人数を外数で記載しております。

　

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

122名（２名） 24名増 （１名増） 35.9歳 2.6年

(注) 使用人数は従業員数であり、派遣社員を除くパートタイマー及び嘱託社員は（ ）内に年間の
平均人数を外数で記載しております。

　

　(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 2,269,711千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,251,109千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 25,000千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 25,300千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 12,500千円

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

　

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月09日 20時26分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



2. 当社に関する事項

　(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 72,000,000株

② 発行済株式の総数 35,751,360株

③ 株主数 16,219名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

守 本 正 宏 6,920,400株 19.36％

株 式 会 社 フ ォ ー カ ス シ ス テ ム ズ 2,984,720株 8.34％

池 上 成 朝 2,730,800株 7.63％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
2,093,400株 5.85％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社

（信託口）
1,330,400株 3.72％

林 純 一 547,300株 1.53％

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

（有価証券信託３口）
545,900株 1.52％

神 林 忠 弘 429,800株 1.20％

原 康 199,500株 0.55％

松 井 証 券 株 式 会 社 187,700株 0.52％
　

(注) 持株比率は自己株式（630株）を控除して計算しております。
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　(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成28年３月31日現在）
　

新株予約権の名称 第６回新株予約権

発行決議日 平成24年６月１日

新株予約権の数 400個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数
当社普通株式 40,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額 新株予約権と引換えに払い込みを要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価値
新株予約権１個当たり 80,960円

（１株当たり 810円）

権利行使期間 　平成27年６月22日から平成30年６月21日まで

行使の条件 （注１）

役員の保有状況

（注２）

社外取締役

新株予約権の数 200個

目的となる株式の数 20,000株

保有者数 ２名

監査役

新株予約権の数 200個

目的となる株式の数 20,000株

保有者数 ２名

(注) 1.①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使において当社ま
たは当社子会社の取締役、監査役、執行役員または従業員（第６回については当社の協力者も含
む。）のいずれかの地位を有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年または
会社都合による退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

②新株予約権の相続はこれを認めない。
③各新株予約権の一部行使はできないものとする。
④その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株
予約権割当契約」に定めるところによる。

2.取締役（社外取締役を除く）について、該当事項はありません。
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② 当事業年度中に職務執行の対価として、当社使用人及び子会社の役員・使用

人に対し交付した新株予約権の状況

（平成28年３月31日現在）

新株予約権の名称 第11回新株予約権

発行決議日 平成27年５月28日

新株予約権の数 1,705個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数
当社普通株式 170,500株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額 新株予約権と引換えに払い込みを要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価値
新株予約権１個当たり 102,900円

（１株当たり 1,029円）

権利行使期間 平成30年５月29日から平成33年５月28日まで

行使の条件 （注１）

使用人等への交付状況

当社使用人

新株予約権の数 1,170個

目的となる株式の数 117,000株

交付者数 30名

子会社の役員

及び使用人

新株予約権の数 535個

目的となる株式の数 53,500株

交付者数 10名

　

新株予約権の名称 第12回新株予約権

発行決議日 平成27年８月１日

新株予約権の数 600個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数
当社普通株式 60,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行価額 新株予約権と引換えに払い込みを要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価値
新株予約権１個当たり 93,000円

（１株当たり 930円）

権利行使期間 平成30年８月２日から平成33年８月１日まで

行使の条件 （注１）

使用人等への交付状況 子会社の使用人

新株予約権の数 600個

目的となる株式の数 60,000株

交付者数 12名
　

(注) 1.①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使において当社ま
たは当社子会社の取締役、監査役、執行役員または従業員のいずれかの地位を有していることを
要する。ただし、任期満了による退任、定年または会社都合による退職、その他取締役会が正当
な理由があると認めた場合はこの限りではない。
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②新株予約権の相続はこれを認めない。
③各新株予約権の１個未満の行使はできないものとする。
④その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株
予約権割当契約」に定めるところによる。

　

③ その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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　(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況

（平成28年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 状 況

代 表 取 締 役 社 長 守 本 正 宏

UBIC North America, Inc.代表取締役会長

株式会社UBIC MEDICAL取締役

EvD, Inc.取締役

Rappa株式会社取締役

取 締 役 副 社 長 池 上 成 朝

UBIC North America, Inc.取締役

株式会社UBIC MEDICAL代表取締役社長

EvD, Inc.取締役

Rappa株式会社取締役

取 締 役 舟 橋 信

株式会社セキュリティ工学研究所取締役

一般社団法人日本画像認識協会理事

一般社団法人メディカルITセキュリティフォーラム理事

取 締 役 桐 澤 寛 興
キリサワ税理士法人代表社員

株式会社マネジメントファーム代表取締役

常 勤 監 査 役 須 藤 邦 博

監 査 役 安 本 隆 晴

安本公認会計士事務所所長

株式会社ファーストリテイリング社外監査役

株式会社リンク・セオリー・ジャパン監査役

アスクル株式会社社外監査役

監 査 役 高 井 健 弎
高井法律事務所代表

株式会社ラック社外監査役

(注) 1.取締役桐澤寛興氏、監査役須藤邦博氏、監査役安本隆晴氏及び監査役高井健弎氏につきまし
ては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

2.取締役舟橋信氏、取締役桐澤寛興氏は、社外取締役であります。
3.監査役須藤邦博氏、監査役安本隆晴氏及び監査役高井健弎氏は、社外監査役であります。
4.監査役須藤邦博氏は、経理及び経営管理の知識が豊富であり、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。
5.監査役安本隆晴氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
6.監査役高井健弎氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
　

② 責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役及び監査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

に基づく賠償責任限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 ４名 108,000千円

監 査 役 ３名 22,000千円

合 計 ７名 130,000千円
　

(注) 1.取締役の報酬限度額は、平成24年６月22日開催の第９回定時株主総会において年額350,000千
円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

2.取締役の報酬等の額のうち社外取締役２名に対する報酬額は、12,000千円であります。
3.監査役の報酬限度額は、平成19年２月６日開催の臨時株主総会において年額80,000千円以内

と決議いただいております。
4.監査役の報酬等の額のうち社外監査役３名に対する報酬額は、22,000千円であります。

　

④ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 兼 職 状 況

社 外 取 締 役 舟 橋 信

株式会社セキュリティ工学研究所取締役

一般社団法人日本画像認識協会理事

一般社団法人メディカルITセキュリティフォーラム理事

社 外 取 締 役 桐 澤 寛 興
キリサワ税理士法人代表社員

株式会社マネジメントファーム代表取締役

社 外 監 査 役 安 本 隆 晴

安本公認会計士事務所所長

株式会社ファーストリテイリング社外監査役

株式会社リンク・セオリー・ジャパン監査役

アスクル株式会社社外監査役

社 外 監 査 役 高 井 健 弎
高井法律事務所代表

株式会社ラック社外監査役
　

(注) 社外役員の重要な兼職先と当社との間には、重要な取引関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

　・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（15回開催) 監査役会（13回開催)

出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

取締役 舟 橋 信 15回 100％ ― ―

取締役 桐 澤 寛 興 14回 93.3％ ― ―

監査役 須 藤 邦 博 15回 100％ 13回 100％

監査役 安 本 隆 晴 15回 100％ 12回 92.3％

監査役 高 井 健 弎 14回 93.3％ 13回 100％
　

(注) 取締役桐澤寛興氏、監査役須藤邦博氏、監査役安本隆晴氏及び監査役高井健弎氏につきまして
は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　

・取締役舟橋信氏は、元警察庁技術審議官としての豊富な経験と高い見識に

より、当社経営に関する助言や提言を行っております。

・取締役桐澤寛興氏は、税理士の資格を有し、主に専門的見地から経験と見

識に基づいて適宜発言を行っております。

・監査役須藤邦博氏は、経理及び経営管理の知識が豊富であり、長年の経験

と幅広い見識により、適宜発言を行っております。

・監査役安本隆晴氏は、公認会計士の資格を有し、主に専門的見地から経験

と見識に基づいて適宜発言を行っております。

・監査役高井健弎氏は、弁護士の資格を有し、主に専門的見地から経験と見

識に基づいて適宜発言を行っております。
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　(4) 会計監査人の状況

① 名称 新日本有限責任監査法人

　

② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 153,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

153,000千円

　

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法及び
PCAOB監査基準に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき
ませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

　 当社の連結子会社であるUBIC North America, Inc.、TechLaw Solutions, Inc.,EvD, Inc.は、
当社の会計監査人と同一のネットワークに属しているErnst＆Young LLPの監査を受けており、
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、当該監査報酬を含めております。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由

監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入

手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度にお

ける職務執行状況や報酬の見積の算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報

酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

なお、平成27年度における会計監査人の報酬等の増加につきましては、主に、

本年度において、新たにEvD, Inc.を子会社化したことに伴う監査を実施した結

果であります。

　

⑤ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれか

の項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任

後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の

理由を報告いたします。
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⑥ 責任限定契約の内容の概要

会計監査人と締結している個別の責任限定契約はございませんが、当社定款

において会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、会計監

査人の当社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除することができ

る旨の定めをしております。

⑦ 会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合における

当該処分に係る事項

金融庁が平成27年12月22日付で発表した処分の内容の概要

イ．処分の対象者

新日本有限責任監査法人

ロ．処分の内容

i）契約の新規の締結に関する業務の停止 ３月

（平成28年１月１日から同年３月31日まで）

ⅱ）業務改善命令（業務管理体制の改善）

ハ．処分理由

・社員の過失による虚偽証明

・監査法人の運営が著しく不当

　(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容

の概要及び当該体制の運用状況は以下のとおりであります。

　

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

イ．「コンプライアンス・マニュアル」を定め、取締役及び使用人の行動規範と

する。

ロ．取締役は職務の執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職

務の執行状況を相互に監視、監督する。

ハ．取締役の職務の執行状況は「監査役会規則」に基づき、監査役の監査を受

ける。

ニ．内部監査室がコンプライアンスの遵守状況等を監査する。

ホ．取締役及び使用人のコンプライアンス違反行為を直接通報する制度を設け

る。
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② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．取締役会の議事録等、取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理

規程」に基づき、文書又は電磁的媒体に記録し、保存・管理する。

ロ．取締役及び監査役は、常時、取締役の職務執行に係る情報についての記録

又は電磁媒体を閲覧することができる。

　

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．各部門所管業務に付随するリスクについては、それぞれの担当部門にて管

理する。

ロ．組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応はリスク管理委員会が行う。

ハ．新たに生じたリスクへの対応については取締役会において速やかに対応を

図る。

　

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．毎月１回開催の定例取締役会に加え、必要に応じ臨時取締役会を開催する。

ロ．迅速かつ的確な経営判断を補完する目的で、経営会議において、取締役と

執行役員による意見交換を行う。

ハ．取締役は経営計画の達成に向けて職務を遂行し、各部門の業績・業務報告

と改善策は適宜取締役会に報告され、審議される。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．当社のグループ会社に対しても、法令の遵守及び業務の適正と効率性を確

保するための諸規程の整備とシステムの構築を行っていく。

ロ．当社は、グループ内取引等の管理に関する基本方針に基づき、子会社がグ

ループ経営に重大な影響を与える可能性のあるグループ内取引等を開始す

る場合は、事前にそれらの取引等の適切性・適法性を当該子会社と審議・

検討のうえ、取締役会において決議または報告を行う。また、当社および

子会社は、非支配株主保護のため、グループ会社と取引等を行う際は、当

該取引等の必要性および当該取引等の条件が第三者との通常の取引の条件

と著しく相違しないことを十分に確認する。取締役は、その職務内容に従

い、当社のグループに属する会社が適正かつ効率的な経営を行うように指

導していく。
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ハ．取締役は、その職務内容に従い、当社のグループに属する会社が適正かつ

効率的な経営を行うように指導していく。

ニ．内部監査室はグループ会社に対しても、業務全般にわたる内部監査を実施

する。

ホ．監査役はグループ会社に対しても、業務執行状況等を監視、監査する。

　

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

当社は監査役の職務を補助する使用人は配置していないが、取締役会は監査

役会と必要に応じて協議を行い、当該使用人を任命及び配置することができる。

　

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

当該使用人を置くこととなった場合には、当該使用人の任命、異動、評価、

懲戒については、監査役の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取

締役からの独立性を確保する。

　

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

取締役及び使用人は監査役に対して、法定の事項のほか、次の事項を遅滞な

く報告する。

イ．当社の業務に重大な影響を及ぼす事項

ロ．内部監査室が行う内部監査の結果

ハ．内部監査室が行う内部統制評価の結果

ニ．内部通報制度による通報の状況

　

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役の半数以上は社外監査役とし、対外的な透明性を確保する。

ロ．監査役は、取締役との意見交換を定期的に開催し、監査上の重要課題等に

ついて意見交換を行う。

ハ．監査役は、内部監査室、会計監査人との定期的な情報交換を行い、連携し

て監査の実効性を確保する。

ニ．監査役は、必要に応じて内部監査室に調査を求めることができる。

　

⑩ 財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制

当社は、グループの財務報告の適正性と信頼性を確保するために「経理規程」

等関係規程類の一層の整備を進めるとともに、「財務報告に係る内部統制の基本

方針書」を定め、これに基づき内部統制の整備及び運用を継続的に実施すると

ともに、その有効性を定期的に評価していく。
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⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、

これらの者に対して毅然とした態度で対応することをコンプライアンス・マニ

ュアルの基本原則等に定め徹底していく。

⑫ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

イ．取締役の職務執行について

取締役会規則等の社内規程を整備し、取締役が法令、定款、規則に従って

行動するよう徹底している。毎月１回又は２回行われる取締役会においては、

各議案の審議において活発な意見交換が行われ、業務執行の状況等の監督を

行い、意思決定及び監督の実効性が確保されている。また、経営会議は年８

回開催され、取締役、執行役員及び部長が意見交換を行い、業務執行の適正

性を確保している。

ロ．監査役の職務執行について

監査役会は毎月１回以上開催され、監査役会において定めた監査計画に基

づき、監査役は監査を実施している。また、取締役会と経営会議への出席や

代表取締役、会計監査人及び内部監査室との間で定期的に情報交換等を行う

等、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備及び運用状況を確認

している。

ハ．当社子会社における業務の適正の確保について

当社子会社に対しては、一定の基準に該当する事項については、事前に当

社の取締役会等の重要な会議での承認と、その遂行状況を取締役会等に報告

することを義務付ける等して、適切な経営がなされることを監督する体制を

整備している。

ニ．コンプライアンス及びリスク管理について

内部通報制度を設けて、いつでもコンプライアンス違反行為やその疑いの

ある行為の存在を知った者が、当該行為を報告することができる体制を確保

するために、24時間通報が可能な内部通報窓口のみならず外部通報窓口を設

置し、周知している。また、大地震等の災害を想定した訓練、従業員の安全

及び帰宅困難者のための物資の確保を継続的に行っている。

ホ. 反社会的勢力の排除について

契約書に反社会的勢力の排除に関する条項を規定するとともに、すべての

取引先について、反社会的勢力との関与の有無に関する情報の収集を定期的

に行っている。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成28年３月31日現在)
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 5,411,770 流 動 負 債 3,504,621

現 金 及 び 預 金 1,798,723 買 掛 金 362,610

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,873,366 短 期 借 入 金 52,000

商 品 2,169 一年内返済予定の長期借入金 719,546

貯 蔵 品 6,833 未 払 金 1,265,794

繰 延 税 金 資 産 164,593 未 払 法 人 税 等 137,651

そ の 他 641,354 賞 与 引 当 金 115,905

貸 倒 引 当 金 △75,268 そ の 他 851,114

固 定 資 産 7,507,020 固 定 負 債 4,758,211

有 形 固 定 資 産 1,105,304 長 期 借 入 金 3,812,075

建 物 598,403 繰 延 税 金 負 債 841,499

減 価 償 却 累 計 額 △101,335 退 職 給 付 に 係 る 負 債 30,105

建 物 （純 額） 497,067 資 産 除 去 債 務 44,251

工 具、 器 具 及 び 備 品 1,518,215 そ の 他 30,279

減 価 償 却 累 計 額 △922,576

工具、器具及び備品（純額） 595,639 負 債 合 計 8,262,832

車 両 運 搬 具 3,969 純 資 産 の 部

減 価 償 却 累 計 額 △293 株 主 資 本 4,352,146

車 両 運 搬 具 （純 額） 3,675 資 本 金 1,705,931

リ ー ス 資 産 11,977 資 本 剰 余 金 1,493,391

減 価 償 却 累 計 額 △8,967 利 益 剰 余 金 1,152,850

リ ー ス 資 産 （純 額） 3,009 自 己 株 式 △26

そ の 他 5,912 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 11,692

無 形 固 定 資 産 5,360,541 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 298,327

ソ フ ト ウ エ ア 888,283 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,942

の れ ん 2,220,744 為 替 換 算 調 整 勘 定 △282,692

顧 客 関 連 資 産 1,954,414 新 株 予 約 権 272,920

そ の 他 297,099 非 支 配 株 主 持 分 19,197

投 資 そ の 他 の 資 産 1,041,173

投 資 有 価 証 券 639,934

差 入 保 証 金 141,070

長 期 預 金 225,360

繰 延 税 金 資 産 674

そ の 他 34,133 純 資 産 合 計 4,655,957

資 産 合 計 12,918,790 負 債 及 び 純 資 産 合 計 12,918,790

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,553,007

売 上 原 価 5,850,430

売 上 総 利 益 4,702,576

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,633,453

営 業 利 益 69,123

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,672

受 取 配 当 金 11,250

そ の 他 16,182 29,105

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,260

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 10,481

為 替 差 損 35,818

そ の 他 12,457 75,018

経 常 利 益 23,210

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,231 1,231

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 28,211

減 損 損 失 5,143 33,355

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 8,913

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 213,314

法 人 税 等 調 整 額 △31,233 182,081

当 期 純 損 失 190,995

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5,756

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 196,752

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,688,433 1,475,893 1,420,973 △26 4,585,274

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 17,497 17,497 　 　 34,995

剰 余 金 の 配 当 　 　 △106,472 　 △106,472

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 損 失
　 　 △196,752 　 △196,752

そ の 他 　 　 35,101 　 35,101

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結

会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )
　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 17,497 17,497 △268,123 － △233,127

当 期 末 残 高 1,705,931 1,493,391 1,152,850 △26 4,352,146

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

新 株

予約権

非支配

株主

持分

純資産

合 計

そ の 他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累 計 額

合 計

当 期 首 残 高 239,649 － 171,323 410,972 211,082 13,443 5,220,772

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 　 　 　 　 　 　 34,995

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △106,472

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 損 失
　 　 　 　 　 　 △196,752

そ の 他 　 　 　 　 　 　 35,101

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
58,678 △3,942 △454,015 △399,280 61,838 5,754 △331,687

当 期 変 動 額 合 計 58,678 △3,942 △454,015 △399,280 61,838 5,754 △564,814

当 期 末 残 高 298,327 △3,942 △282,692 11,692 272,920 19,197 4,655,957

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成28年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,542,432 流 動 負 債 2,715,026

現 金 及 び 預 金 1,180,913 買 掛 金 169,222

売 掛 金 1,606,162 短 期 借 入 金 52,000

商 品 2,169 一年内返済予定の長期借入金 719,546

貯 蔵 品 5,810 未 払 金 1,432,980

前 払 費 用 81,842 未 払 費 用 82,626

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 273,944 未 払 法 人 税 等 81,370

関 係 会 社 立 替 金 465,854 未 払 消 費 税 等 41,545

繰 延 税 金 資 産 42,592 前 受 金 17,431

そ の 他 204,126 預 り 金 22,369

貸 倒 引 当 金 △320,983 賞 与 引 当 金 93,340

固 定 資 産 8,353,605 そ の 他 2,592

有 形 固 定 資 産 410,069 固 定 負 債 3,993,555

建 物 212,233 長 期 借 入 金 3,812,075

減 価 償 却 累 計 額 △72,703 退 職 給 付 引 当 金 25,271

建 物 （純 額） 139,529 資 産 除 去 債 務 44,251

工 具、 器 具 及 び 備 品 754,281 繰 延 税 金 負 債 105,796

減 価 償 却 累 計 額 △486,751 そ の 他 6,161

工具、器具及び備品（純額） 267,530 負 債 合 計 6,708,582

リ ー ス 資 産 11,977 純 資 産 の 部

減 価 償 却 累 計 額 △8,967 株 主 資 本 4,620,150

リ ー ス 資 産 （純 額） 3,009 資 本 金 1,705,931

無 形 固 定 資 産 953,896 資 本 剰 余 金 1,493,391

ソ フ ト ウ エ ア 838,891 資 本 準 備 金 1,437,681

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 59,895 そ の 他 資 本 剰 余 金 55,709

そ の 他 55,109 利 益 剰 余 金 1,420,853

投 資 そ の 他 の 資 産 6,989,638 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,420,853

投 資 有 価 証 券 639,934 繰 越 利 益 剰 余 金 1,420,853

関 係 会 社 株 式 5,940,120 自 己 株 式 △26

長 期 預 金 225,360 評 価 ・ 換 算 差 額 等 294,384

出 資 金 10 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 298,327

長 期 前 払 費 用 20,484 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,942

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 84,511 新 株 予 約 権 272,920

差 入 保 証 金 79,218 純 資 産 合 計 5,187,455

資 産 合 計 11,896,038 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,896,038

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,560,299

売 上 原 価 2,601,167

売 上 総 利 益 1,959,132

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,641,152

営 業 利 益 317,979

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,469

受 取 配 当 金 11,250

業 務 受 託 料 3,160

そ の 他 2,750 23,629

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,374

為 替 差 損 55,775

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 65,812

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 10,481

そ の 他 4,966 152,410

経 常 利 益 189,198

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,231 1,231

特 別 損 失

抱 合 株 式 消 滅 差 損 9,033 9,033

税 引 前 当 期 純 利 益 181,396

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 112,284

法 人 税 等 調 整 額 △5,321 106,963

当 期 純 利 益 74,432

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合 計

その他

利 益

剰余金 利益剰余金

合 計繰 越

利 益

剰余金

当 期 首 残 高 1,688,433 1,420,183 55,709 1,475,893 1,417,791 1,417,791

当 期 変 動 額

　新 株 の 発 行 17,497 17,497 　 17,497 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △106,472 △106,472

当 期 純 利 益 　 　 　 　 74,432 74,432

そ の 他 　 　 　 　 35,101 35,101

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 17,497 17,497 － 17,497 3,061 3,061

当 期 末 残 高 1,705,931 1,437,681 55,709 1,493,391 1,420,853 1,420,853

　
(単位：千円)

株 主 資 本
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計

自己株式
株主資本

合 計

そ の 他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損
益

評価・換算差
額等合計

当 期 首 残 高 △26 4,582,092 239,649 － 239,649 211,082 5,032,824

当 期 変 動 額

　新 株 の 発 行 　 34,995 　 　 　 　 34,995

剰 余 金 の 配 当 　 △106,472 　 　 　 　 △106,472

当 期 純 利 益 　 74,432 　 　 　 　 74,432

そ の 他 　 35,101 　 　 　 　 35,101

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
　 　 58,678 △3,942 54,735 61,838 116,573

当 期 変 動 額 合 計 － 38,057 58,678 △3,942 54,735 61,838 154,631

当 期 末 残 高 △26 4,620,150 298,327 △3,942 294,384 272,920 5,187,455

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年６月10日

株式会社ＵＢＩＣ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 香 山 良 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 中 卓 也 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＵＢＩＣの平成27年４月１日か
ら平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ＵＢＩＣ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年６月10日

株式会社ＵＢＩＣ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 香 山 良 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 中 卓 也 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＵＢＩＣの平成27年４月
１日から平成28年３月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの 第13期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の結果、監査役全員の一致した意見として、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方

針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で

監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査部門等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な子会社において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及

び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から

事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企

業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内

容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ

いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の実施状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成

17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。
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④ 平成27年12月22日付の金融庁による会計監査人に対する業務改善命令に

関しては、平成28年１月29日付で金融庁に対し業務改善計画が提出され

ている旨報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「行政処分を踏まえた自主点検結果」について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類 (連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表) について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

平成28年６月10日

株 式 会 社 Ｕ Ｂ Ｉ Ｃ 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役） 須 藤 邦 博 ㊞

監 査 役（社外監査役） 安 本 隆 晴 ㊞

監 査 役（社外監査役） 高 井 健 弎 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、財務状況や通期の業績等を総合的に勘案したうえ

で次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

① 配当財産の種類

金銭

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき ３円

配当総額 107,252,190円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月30日

第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

当社の商号を、平成28年７月１日をもって、「株式会社FRONTEO」に変更するため、

現行定款第１条の変更を行うものであります。

当社は、設立直後から、『株式会社UBIC』として、eディスカバリ事業を中心に事業

展開してまいりましたが、平成28年３月期には、①現在まで培った独自技術を発展的

に活用した訴訟支援以外の領域（ヘルスケア、ビジネス・インテリジェンス、マーケ

ティング）における取組みの事業化、②人工知能エンジン「KIBIT」（キビット）を搭

載した人型ロボットKibiro（キビロ）の開発、③eディスカバリ事業の主力市場である

アメリカにおいて、２社目の買収を行ったことなど、大きな変革を行いました。

今般の商号変更は、「人と社会の未来」を創造する価値をもった企業としての意思を

明確に指し示し、またグローバルベースでのブランド価値向上と変革を、グループ一

丸となって推し進めていこうとするという強い意思を商号において表明しようとする

ものであります。FRONTEOは英語のFRONT（最先端）とラテン語のEO（前へ進む）から

成り立っており、また、Frontier Technology Organizationsの略語で「進歩的かつ先

端的な価値創造集団」を意味しております。

なお、本変更につきましては、平成28年７月１日をもって効力を生ずるものとし、

その旨の附則を設けるものであります。また、本附則につきましては、本変更の効力

発生日をもって、これを削除するものであります。
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２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

第１条（商号） 第１条（商号）

当会社は、株式会社 UBICと称し、英文では、

UBIC, Inc.と表示する。

当会社は、株式会社 FRONTEOと称し、英文で

は、FRONTEO, Inc.と表示する。

（附則） （附則）

（新設） 第1条

第1条の規定の変更は、平成28年７月１日に効

力を発生し、その効力発生日をもって本附則は

削除する。

第３号議案　取締役５名選任の件

本定時株主総会の終結の時をもって、取締役４名全員が任期満了となりますが、経

営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役５名の選任をお願い

するものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社の株式数

(平成28年３月31日現在）

１
守
モリ

本
モト

　 正 宏
マサ ヒロ

(昭和41年４月６日生)

平成元年３月 海上自衛隊任官

6,920,400株

平成７年４月 アプライドマテリアルズジャパン株
式会社入社

平成15年８月 当社設立
当社代表取締役社長（現任）

平成19年12月 UBIC North America, Inc. 代表取締
役社長

平成27年４月 UBIC North America, Inc.代表取締
役会長(現任）

株式会社UBIC MEDICAL取締役(現任)

平成27年７月 EvD, Inc. 取締役（現任）

平成27年９月 Rappa株式会社 取締役（現任）

(注) 1. 取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 2. 取締役候補者の選任理由

守本正宏氏は創業者であり、当社設立以来、代表取締役社長として長期にわたり経営に関
与しており、当社のグローバルでの事業拡大と業績成長の中心的役割を担っており、取締
役の職責を果たしております。今後の持続的な企業価値の向上と事業計画の達成を目指す
にあたり、業務執行を行う適切な人材と判断したため、同氏を引き続き取締役候補者とい
たしました。
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候補者
番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社の株式数

(平成28年３月31日現在）

２
池 上 成 朝
イケ ウエ ナリ トモ

(昭和47年６月４日生)

平成８年４月 アプライドマテリアルズジャパン株
式会社入社

2,730,800株

平成15年12月 当社取締役

平成19年11月 当社取締役副社長（現任）

平成19年12月 UBIC North America, Inc. 取 締 役
(現任)

平成27年４月 株式会社UBIC MEDICAL取締役社長(現
任)

平成27年７月 EvD, Inc. 取締役（現任）

平成27年９月 Rappa株式会社取締役（現任）

(注) 1. 取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 2. 取締役候補者の選任理由

池上成朝氏は、当社設立以来の創業メンバーであり、強いリーダーシップの基、グローバ
ルでの事業開発と収益性の向上に貢献するなど実績があり、取締役としての職責を果たし
ております。当社の持続的な企業価値の向上と事業計画の達成を目指すにあたり、業務執
行を行う適切な人材と判断したため、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社の株式数

(平成28年３月31日現在）

３
武
タケ

　 田
ダ

　 秀
ヒデ

　 樹
キ

(昭和48年８月１日生)

平成８年５月 株式会社ミツエーリンクス入社

2,351株

平成11年10月 株式会社ソフトビジョン入社

平成14年７月 株式会社アイ・ピー・ビー入社

平成21年７月 当社入社

平成24年12月 当社執行役員（現任）

平成26年７月 行動情報科学研究所 所長（現任）

平成27年４月 株式会社UBIC MEDICAL取締役(現任)

平成27年９月 Rappa株式会社取締役（現任）

(注) 1. 取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 2. 武田秀樹氏は新任の取締役候補者であります。
　 3. 取締役候補者の所有する当社株式数は、平成28年３月31日現在の状況を記載しております。

なお、取締役候補者武田秀樹氏の所有する当社株式は、UBIC従業員持株会を通じた保有分
であります。本議案をご承認いただき、同氏が取締役に就任した場合には、UBIC従業員持
株会の規約に基づき、持分引出等の退会に際しての処理が行われます。

4. 取締役候補者の選任理由
武田秀樹氏は、当社行動情報科学研究所所長として、当社の技術研究及び製品開発の中心
的役割を果たしております。同氏の人工知能関連技術に関する知識と研究開発部門を率い
てきたリーダーシップは、当社の持続的な企業価値の向上と事業計画の達成を目指すにあ
たり不可欠なものであり、今後経営に参画して業務執行を行う適切な人材と判断したため、
同氏を取締役候補者といたしました。

― 36 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月09日 20時26分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



候補者
番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社の株式数

(平成28年３月31日現在）

４
舟
フナ

　 橋
ハシ

　 信
マコト

(昭和20年12月28日生)

昭和43年４月 警察庁入庁

3,900株

平成11年３月 警察庁技術審議官

平成13年３月 株式会社ユー・エス・イー特別顧問

平成15年４月 ＮＴＴデータクリエイション株式会
社（現株式会社ＮＴＴデータアイ）
入社

平成15年６月 同社取締役

平成19年６月 同社取締役執行役員

平成20年６月 同社顧問

平成20年６月 当社取締役（現任）

平成23年６月 株式会社セキュリティ工学研究所取
締役（現任）

平成25年10月 一般社団法人日本画像認識協会理事
（現任）

平成27年８月 一般社団法人メディカルITセキュリ
ティフォーラム理事（現任）

(注) 1. 取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 2． 舟橋信氏は、社外取締役候補者であります。
　 3． 舟橋信氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結

の時をもって８年となります。
　 4． 当社は舟橋信氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の賠償

責任について、法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する契約を締結して
おり、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、その職務を行うに当たり善意でかつ重大な
過失がないときは、法令に定める最低責任限度額であります。

　 取締役の選任が承認された場合には、当該契約を継続する予定でおります。
5. 舟橋信氏の兼職先と当社との間には、取引がなく、一般株主と同氏との間で利益相反とな

るおそれはないと判断しております。同氏が選任された場合には、株式会社東京証券取引
所の定める独立役員として届け出る予定です。

　 6． 社外取締役候補者の選任理由
舟橋信氏につきましては、警察庁技術審議官としての豊富な経験と高い見識を有しており、
業務執行から独立した客観的な立場で、当社取締役会において的確な提言・助言をいただ
いており、リスクマネジメント強化など、当社のコーポレートガバナンスに資するところ
は大きいと判断しております。当社の持続的な事業経営の推進と企業価値の向上に適切な
人材と判断したため、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社の株式数

(平成28年３月31日現在）

５
桐
キリ

　 澤
サワ

　 寛
ヒロ

　 興
オキ

(昭和41年７月31日生)

平成３年４月 株式会社福井地所入社

93,800株

平成８年８月 戸田譲三税理士事務所入所

平成12年４月 株式会社アニモ入社

平成16年２月 桐澤寛興税理士事務所（現キリサワ
税理士法人）設立 所長

平成17年８月 当社監査役

平成20年10月 株式会社マネジメントファーム
代表取締役（現任）

平成22年６月 当社取締役（現任）

平成24年８月 キリサワ税理士法人 代表社員
（現任）

(注) 1. 取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 2. 桐澤寛興氏は、社外取締役候補者であります。
　 3. 桐澤寛興氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会締

結の時をもって６年となります。
　 4． 当社は桐澤寛興氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の賠

償責任について、その職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、法令に定
める要件に該当する場合には賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく
賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

　 取締役の選任が承認された場合には、当該契約を継続する予定でおります。
5． 桐澤寛興氏の兼職先と当社との間には、取引がなく、一般株主と同氏との間で利益相反と

なるおそれはないと判断しております。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として届け出ております。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独
立役員とする予定です。

6． 社外取締役候補者の選任理由
桐澤寛興氏は、企業経営者としての豊富な経験に加え、税理士の資格を有しており、幅広
い見識に基づき、業務執行に対する監督等、適切な役割を果たしていることから、当社社
外取締役としての職責を果たしております。当社の持続的な事業経営の推進と企業価値の
向上に適切な人材と判断したため、引き続き選任をお願いするものであります。
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第４号議案　監査役１名選任の件

本総会終結の時をもちまして、監査役高井健弎氏が任期満了となります。つきまし

ては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名

(生 年 月 日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位

（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の株式数

(平成28年３月31日現在）

大久保　圭
オオ ク ボ ケイ

(昭和51年2月17日生)

平成12年４月 弁護士登録

長島・大野・常松法律事務所入所
０株

平成20年１月 長島・大野・常松法律事務所パートナー
（現任）

(注) 1. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 大久保圭氏は新任の監査役候補者であります。
3. 大久保圭氏は社外監査役候補者であります。
4. 当社と監査役候補者との責任限定契約について

本議案が承認可決された場合、当社は大久保圭氏との間で会社法第427条第1項の規定に基
づき、その職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、同法第423条第1項の
損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該責任限定契約に基づ
く損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度とする予定であります。

　 5． 社外監査役候補者の選任理由
大久保圭氏は、弁護士として法務全般に関する専門的な知見を有しております。経営に関
与した経験はなくとも、 当社の持続的な事業経営の推進と企業価値の向上を目指すにあた
り、客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査できる人材と判断したため、社外
監査役への選任をお願いするものであります。

第５号議案　補欠監査役１名選任の件

平成27年６月23日開催の第12回定時株主総会において補欠監査役に選任された鈴木

旻氏の選任の効力が本総会開始の時をもって失効いたしますので、法令に定める監査

役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするものであ

ります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名

(生 年 月 日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位

（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の株式数

(平成28年３月31日現在）

鈴　木
スズ キ

　 旻
アキラ

(昭和12年１月27日生)

昭和37年４月 日本ビクター株式会社(現株式会社JVCケン
ウッド） 入社

０株

昭和61年１月 同社経営企画室 次長

平成２年10月 同社情報システム推進室 次長

平成12年９月 株式会社国際情報科学研究所入社

同社総務部長

平成19年２月 当社常勤監査役

平成23年４月 当社顧問（現任）

(注) 1. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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2. 補欠監査役候補者の選任理由
鈴木旻氏は、総務経理及び経営管理の知識が豊富であり、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。当社の持続的な事業経営の推進と企業価値の向上を目指すにあ
たり、長年の経験と幅広い見識を当社監査業務に反映していただくことを期待し、選任を
お願いするものであります。

　

第６号議案　ストックオプションとしての新株予約権発行の件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の取締役、監査役、執行

役員及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対し、ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、ご

承認をお願いするものであります。

また、当社取締役及び監査役に対する新株予約権の無償発行は、取締役及び監査役

に対する金銭でない報酬等に該当し、また、その額が確定していないため、報酬等の

額の具体的な算定方法及びその具体的な内容についても併せてご承認をお願いするも

のであります。

なお、当社取締役及び監査役の報酬額は、取締役については平成24年６月22日開催

の第９回定時株主総会において年額350,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い。）、監査役については平成19年２月６日開催の臨時株主総会において年額80,000千

円以内とする旨ご承認いただき今日に至っておりますが、当該報酬とは別枠で、ご承

認をお願いするものであります。

記

１．特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由

当社の連結業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高め、株式価値の向上を

目指した経営を一層推進し、当社の業績向上に寄与するとともに、監査役の適

正なる監査への意識の向上を図ることを目的とするものであります。

２．新株予約権の発行要領

（1）新株予約権の割当ての対象者

当社の取締役、監査役、執行役員及び従業員、並びに当社子会社の取締役及

び従業員

（2）新株予約権の目的である株式の種類及び数

当社普通株式260,000株を上限とする。

このうち、当社取締役に対しては普通株式130,000株（うち社外取締役につい

は39,000株）、当社監査役に対しては普通株式39,000株を上限とする。

ただし、以下に定める付与株式数の調整を行った場合は、調整後付与株式数

に新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとする。

新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）
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は、当社普通株式100株とする。なお、付与株式数は、新株予約権を割り当てる

日（以下「割当日」という。）後、当社が株式分割（普通株式の無償割当てを含

む。以下同じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていな

い新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数

については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で

付与株式数を調整するものとする。

（3）新株予約権の総数

2,600個を上限とする。

このうち、当社取締役に対しては1,300個（うち社外取締役については390

個）、当社監査役に対しては390個を上限とする。

（4）新株予約権と引換えに払込む金銭

新株予約権と引換えに、金銭の払込みを要しないこととする。

（5）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に

より交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」

という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は以下のとおりとする。割当日の属する月の前月の各日（取引が成

立していない日を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値の平均値に1.05 を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとす

る。ただし、当該金額が割当日の終値（取引が成立しない場合は、それに先立

つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。なお、割当日以降、以下

の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。

① 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割または併合の比率
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② 当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、または自己株式を処分す

る場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数は切り上げるものとする。

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時 価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が

保有する自己株式の数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と読み替えるものとする。

③ 当社が合併または会社分割を行う等、行使価額の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、

合理的な範囲で行使価額を調整するものとする

（6）新株予約権を行使することができる期間

割当日の翌日から３年を経過した日の翌日を始期としてその後３年間とする。

（7）新株予約権の行使の条件

① 本新株予約権の割当てを受けた者（以下「本新株予約権者」という。）が本

新株予約権を行使するには、（ⅰ）権利行使時までに3年以上継続して当社

または当社子会社の取締役（米国におけるOfficerを含む。）、監査役、執行

役員もしくは従業員（再雇用規程により嘱託となった場合を含む。）のいず

れかの地位を有し、かつ、（ⅱ）権利行使時において、当社または当社子会

社の取締役（米国におけるOfficerを含む。）、監査役、執行役員もしくは従

業員（再雇用規程により嘱託となった場合を含む。）のいずれかの地位を有

していることを要する。ただし、権利行使時において、任期満了による退

任、定年による退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた理由に

より、（ⅱ）の要件を満たさない場合には、当該地位を有しなくなってから

90日以内に（ⅰ）の要件のみをもって行使することができる。

② 新株予約権の相続はこれを認めない。

③ 各新株予約権１個未満の行使を行うことはできないものとする。

④ その他の条件については、当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。
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（8）新株予約権の取得の事由及び条件

当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場

合、または、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式

移転計画書承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合は当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定

める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができる。

（9）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

（10）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げ

る。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

（11）組織再編行為時における新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは

新設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、または株式交換もし

くは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称し

て以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発

生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合

併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、

新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換が

その効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日を

いう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約

権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」

という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、

残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

する。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま

たは株式移転計画において定めることを条件とする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す

る。
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② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「(2) 新株予約権の目的である株

式の種類及び数」に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記(5)

③に従って定める調整後行使価額に、上記③に従って決定される当該各新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「(6) 新株予約権を行使することができる期間」の開始日または組織

再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「(6) 新株予約権

を行使することができる期間」の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

上記「(10) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

資本金及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認

を要する。

⑧ 新株予約権の取得の事由及び条件

　上記「(8) 新株予約権の取得の事由及び条件」に準じて決定する。

（12）新株予約権の行使により交付する株式の数の端数の取扱い

新株予約権の行使により交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。

３．取締役及び監査役の報酬等の具体的な算定方法

当社取締役及び監査役の新株予約権の報酬等の額は、新株予約権の割当日に

おいて算定した新株予約権１個あたりの公正価額に、割当日において在任する

取締役及び監査役に割り当てる新株予約権の総数（取締役については1,300個

（うち社外取締役については390個）、監査役については390個を上限とする。）を

乗じた額といたします。新株予約権１個あたりの公正価額は、割当日における

当社株価及び行使価額等の諸条件を基にブラック・ショールズ・モデルを用い

て算定いたします。なお、現在、取締役の員数は４名（うち社外取締役２名）、

監査役の員数は３名でありますが、第３号議案及び第４号議案が承認された場

合は、取締役は５名（うち社外取締役２名）、監査役は３名となります。

以 上
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行

使していただきますようお願い申しあげます。

当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権

行使のお手続きはいずれも不要です。

記

１．議決権行使サイトについて

①インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話

（ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使ウェブ

サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施

可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

※「ｉモード」は(株)ＮＴＴドコモ、「EZweb」はKDDI(株)、「Yahoo!」は米国

Yahoo! Inc.の商標または登録商標です。

②パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファ

イアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されてい

る場合、proxyサーバーをご利用の場合等、TLS暗号化通信を指定されていない場

合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もござ

います。

③携帯電話による議決権行使は、ⅰモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサ

ービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信および

携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

④インターネットによる議決権行使は、平成28年６月28日（火曜日）午後６時まで

受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございまし

たらヘルプデスクへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について

①議決権行使ウェブサイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙

に記載された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の

案内に従って賛否をご入力ください。

②株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改

ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使ウェブサイト上で「仮パ

スワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

③株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知

いたします。

― 45 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月09日 20時26分 $FOLDER; 45ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

①郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネッ

トによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承く

ださい。

②インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使さ

れた内容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯

電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせ

ていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金

等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケ

ット通信料・その他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料

金も株主様のご負担となります。

以 上

インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）
電話 0120-173-027（受付時間 9：00～21：00 通話料無料）
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〈メ モ 欄〉
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ホテルＪＡＬシティ田町　東京

株主総会会場ご案内図
〒108－0023 東京都港区芝浦三丁目16番18号

ＴＥＬ 03（5444）0202

ホテルJALシティ田町 東京 地下１階 「鳳凰」

会場まで
●ＪＲ
　田町駅芝浦口（東口）より徒歩５分
●地下鉄
　三田駅（都営三田線・浅草線）Ａ４出口より徒歩10分

◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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